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在日中国人の防災対策と近隣関係・地域特性との関連

滕　　　　　媛　　媛

要　　　旨

　本研究は，在日中国人の防災対策に着目し，その実態および近隣関係・地域特性との関連を明らかにす
ることを目的とする。具体的に，在日外国人の防災における課題として挙げられる近隣関係の希薄さ（共
助の課題）および外国人向け防災施策の地域差（公助の課題）が，在日中国人の防災対策の実践（自助）
に及ぼす影響について，インターネット社会調査のデータを用いて定量的に検証した。
　分析の結果，近隣関係に関しては，防災対策の充実度と日本人との近隣関係との間に有意な関連が確認
されたものの，同国出身者との近隣関係との間には有意な関連が認められなかった。この結果は，災害に
関する知識や経験が比較的豊富な日本人住民との付き合いが平常時の地域における防災に関する話し合い
の機会を増やし，それが防災知識の習得や防災習慣の形成に寄与している可能性を示している。
　地域特性に関しては，市区町村の人口規模は防災対策の充実度との間に有意な関連は見られなかったが，
人口規模の小さい市区町村に居住する人は，防災訓練に参加していない傾向が確認された。また，外国人
比率は防災対策の充実度と有意な負の関連を示しており，外国人比率が低い市区町村に居住する人は防災
対策がより充実している。これらの結果は，行政による外国人向け防災施策の有効性や包括性における限
界を示唆している。また，こうした「公助」の限界を補うために，平常時から外国人住民と日本人住民の
密接な関係構築の促進を通じて，外国人の防災力を間接的に向上させることが重要であると考えられる。
　本研究の結果から，外国人住民にとっての「共助」と「公助」に関する課題が，彼らの「自助」力向上
の機会を制限する可能性があることが示唆された。また，外国人住民が多く集住する地域では，防災啓発
活動の強化や，在日中国人と日本の地域社会との深い関係構築を通じた，在日中国人を含む地域の包括的
な防災力を向上させることの重要性を強調したい。

　＊　東北大学東北アジア研究センター　助教

1.　は じ め に

1.1.　研究背景と目的

人手不足の深刻化を背景に，日本は 1980年
代から留学生や外国人労働者を積極的に受け入
れており，2024年 6月には日本における外国
人人口は過去最高の約 359万人に達した（出入
国在留管理庁，2024a）。その一方で，日本は自
然災害が発生しやすい環境にあり，世界のマグ

ニチュード 6.0以上の地震の約 2割が日本で起
こっているとされている（内閣府，2017）。く
わえて最近は，気候変動の影響を受けて自然災
害の発生頻度は増加傾向にある（内閣府，
2023）。
少子高齢化が一層進むと予想される中で自然
災害への対策が求められる日本の地域社会にお
いて，比較的若い世代である留学生や外国人労
働者が，災害時の支援活動を行う「共助」の役
割の一翼を担う存在となる可能性に期待が集
まっている（片岡，2016）。実際に，外国人住
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民の多くは災害時に地域住民を助けたいという
意欲を持ち，地域の防災力向上に協力的で積極
的な姿勢を示していることが，これまでの調査
で明らかになっている（片岡，2009 ; 飯塚・近
藤，2020）。2015年の関東・東北豪雨災害では，
外国人住民が地域の高齢者を救助したり，一人
で避難生活を送る高齢者に声をかけて励ました
りする事例も報告されている（横田，2018）。
しかしながら，外国人住民の防災に関する課

題は多岐にわたり，彼ら彼女らが「災害弱者」
に陥りやすい現実は無視できない。外国人住民
の防災力の向上は，多文化共生社会の構築にお
いて喫緊の課題である。
本研究は，日本最大の外国人集団である中国

人の防災対策に着目し，その実態と近隣関係お
よび地域特性との関連を明らかにすることを目
的とする。防災対策は，その実施主体に基づき，
主に自助・共助・公助の 3つに分類することが
できる。本論文ではとくに共助の課題に関わる
近隣関係の希薄さ，公助の課題に関わる外国人
向けの防災取り組みの地域差を取り上げ，それ
ぞれが在日中国人自身で実施している防災対策
（すなわち，自助）に及ぼす影響について，イ
ンターネット社会調査のデータを用いて定量的
に検証する。
以下では，在日外国人の防災に関する先行研

究を，自助・共助・公助の 3つの視点から概観
し，本研究の仮説を提示する。

1.2.　在日外国人の防災に関する先行研究

（1）　自助
自助とは，自らの命を守るための個人や家庭

における備えや対応力を指し，1980年代には
すでに在日外国人の防災意識に関する研究が行
われていた。例えば，野口・坂下（1989）は，
長崎市の外国人住民を対象に，豪雨被害に関す
る防災意識の調査を実施している。この結果，
防災教育を受けた経験のある回答者は 3割未満
であり，避難所の所在を認知している人や，浸

水実績図・予想図を見たことがある人，非常用
品を備えている人は，いずれも 1割に満たない
という，災害に対する無防備な実態が明らかに
なった。
日本における外国人人口が増加する中，1995

年の阪神・淡路大震災で外国人住民が深刻な被
害を受けたことを契機に，在日外国人の防災意
識や対策に関する調査研究は次第に増加してき
た。しかしながら，外国人住民の防災対策には，
目覚ましい改善が見られたとは言い難い。例え
ば，東京都・札幌市・富士市の中国人留学生に
対する調査では，防災訓練に参加したことのあ
る人は 2割未満にとどまり，半数以上の回答者
は避難所の所在を把握していなかった。また，
3割の回答者は地震への備えを何もしていない
ことが明らかになった（王・小川，2008）。地
震への備えがない主な理由として，「どのような
対策を講ずればよいのか分からない」という防
災知識の不足が課題として浮き彫りとなった。
片岡（2009）が東海地方のブラジル人を対象
に行った調査でも，同様の状況が確認された。
調査によると，9割の回答者は自然災害を経験
したことがなく，避難所の位置を把握している
回答者は 4割にとどまっていた。また，日常的
に防災対策を実施している回答者は 24%に過
ぎず，8割近い回答者が「ハザードマップ」と
いう言葉を知らない状況であった。一方で，防
災訓練経験者は，避難所の位置の認知率や日常
的な防災対策の実施率も比較的高い傾向を示し
ていた。しかし，滞日年数が長いほど防災訓練
の参加経験が多いことから，新規に来日した外
国人ほど災害に対する脆弱性が高くなる可能性
が指摘されている。
最近の調査として，飯塚・近藤（2020）と飯
塚（2022）における宇都宮の留学生に対する調
査で，多くの留学生が日本に来て初めて自然災
害を経験していることが明らかになった。避難
所を把握している留学生は半数程度にとどま
り，7割以上がハザードマップを知らなかった。
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日本語能力の高い低いは，避難所の認知に関連
しているが，ハザードマップの認知との関連は
見られなかった。防災対策の中で，最もよく実
施されていた対策は，水や食料の準備であった
（6割程度）。これに対して，とくに実施率が低
かったのは，建物の耐震対策，避難訓練，地域
住民との関係づくりであり，いずれも 1割程度
にとどまっていた。
外国人住民と日本人の防災対策の比較に関し

ては，いくつかの先行研究が存在する。外山・
豊田（2011）による長野市での調査では，日本
人と比較して外国人住民は水害発生の可能性を
低く見積もる傾向がある一方で，防災訓練や勉
強会への参加意欲が高いことが明らかになった。
脇田（2015）が新宿区で行った韓国・朝鮮人

と日本人との比較調査では，韓国・朝鮮人は日
本人と比較して，防災訓練への参加，避難場所
やその経路の確認，消火器の準備などの地震対
策の一部で実施率が低いことが指摘された。
さらに，高（2021）が関西の私立大学に在籍

する留学生と日本人学生を対象に行った調査で
は，留学生が日本人学生と比較して防災対策の
実施率や地震発生後の取るべき行動についての
理解度が低いことが示された。長谷川・李
（2020）の研究でも，防災知識が豊富な日本人
学生と異なり，留学生は防災教育や災害経験が
少なく，災害時の行動判断に柔軟に対応できな
い可能性があることが指摘されている。
一方で，哈布日ほか（2016）の研究によると，

関東地方の留学生は一人暮らしの日本人大学生
と比較して防災知識の面で劣るものの，多くの
防災対策の実施率では日本人学生と大差がな
く，むしろ一部では高い傾向があることが報告
された。
（2）　共助
共助とは，地域や周囲の人たちと協力して災

害に備えることを指す。先行研究では，外国人
住民における日本人の知り合いの少なさや，近
隣住民との関係の希薄さ，さらには外国人同士

のコミュニティへの未参加といった課題が指摘
されている（横田，2018 ; 石田，2019 ; 全，
2023）。とはいえ，このような課題は外国人住
民だけが抱えているのではなく，日本人の間で
も確認されている問題である（片岡，2016）。
例えば，長谷川・李（2020）の調査では，留学
生にかぎらず，日本人学生も近隣住民との交流
が少なく，地域の防災組織に対する認知も低い
ことが明らかになり，共助の面においての差異
は両者の間にほとんど見られなかった。
外国人住民と地域住民との社会的ネットワー
クは，災害時や災害後の復興において円滑な助
け合いを可能にする良好な関係の形成に寄与す
る（Aldrich and Meyer, 2015）。それだけでなく，
外国人住民の日常的な防災意識の向上にもつな
がる可能性がある。例えば，外国人住民の防災
訓練への参加意識は日本人の知人の有無に関連
しており，日本人との接触機会が多くある外国
人住民ほど防災対策を充実させる傾向があるこ
とが報告されている（外山・豊田，2011 ; 脇田，
2015）。
同国出身者とのつながりも，防災行動を促進
する可能性がある。在日タイ人に対する調査で
は，同国人のコミュニティが防災アプリのダウ
ンロード行動を促す要因の一つであったことが
示されている（ラーオスンタラーほか，2024）。
しかし，留意すべき点として，同国出身者と
のつながりと日本人とのつながりでは，防災対
策に与える影響とそのメカニズムは異なる可能
性があることが挙げられる。例えば，哈布日ほ
か（2016）では，同国出身の友人からのサポー
トは，留学生の家庭防災行動との関連は確認さ
れなかったが，地域防災行動を促進する効果が
示された。一方，日本人の友人からのサポートは，
留学生の地域防災行動を促進するものの，日本
社会に対する安心感を高めることにより，家庭
防災行動を抑制する可能性が報告されている。
また，外国人住民の防災対策や災害時の主な
情報源が，日本人の知り合いであるか，それと
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も同国出身者の知り合いであるかは，出身国に
よって異なる可能性がある。例えば，在日ブラ
ジル人の場合は日本人が主な情報源となってい
るが，韓国・朝鮮人の場合は，同国出身の友人
をより頼る傾向が見られた（片岡，2009 ; 脇田，
2015）。
（3）　公助
公助とは，国や地方自治体などの行政による

取り組みを指し，その情報発信における課題や
外国人向け防災施策の地域間格差が報告されて
いる。
多くの地方自治体では防災情報の多言語発信

を進めているが，避難所やハザードマップの認
知度が外国人住民の間では依然として低い状態
にあり，行政による防災情報の周知度における
課題を浮き彫りにしている（片岡，2009 ; 長
谷川・李，2020 ; 宋，2023）。
災害時の多言語情報提供においては，速報性，

個別性，流通性の 3つの側面で限界が生じてお
り，平常時の防災教育の充実，および地域住民
との相互理解の深化の重要性が指摘されている
（菊池，2020，2022）。
さらに，近藤・川崎（2015）は九州の私立大

学に通う留学生の経験から，公的機関で働く日
本人が外国人対応に不慣れであり，外国人との
日本語でのコミュニケーションを躊躇する姿勢
が留学生を情報弱者にする要因の一つであると
指摘している。
外国人住民向けの防災・災害に関する施策や

サービスは，外国人が多く居住する自治体を中
心に実施されてきた（片岡，2009）。最近の研
究調査でも，自治体による外国人向け防災施策
には，依然として地域間格差が存在することが
報告されている（消防防災科学センター，
2018 ; 正島・西城戸，2020）。
例えば，正島・西城戸（2020）の調査によれ

ば，人口 5万人未満の自治体の約 8割が外国人
住民を対象にした防災活動を実施していないの
に対し，人口 30万人以上の自治体では半数以

上が防災パンフレットやハザードマップの配布
など，外国人住民向けの防災対策を行っている。
また，多言語でハザードマップを作成している
自治体は全体の約 2割にとどまっており，その
多くは外国人比率の高い自治体であった。一方，
外国人比率が 1%未満の自治体の 6割以上が，
外国人住民を対象とする防災活動を実施してい
ない。すなわち，人口規模が小さい自治体や外
国人比率が低い自治体では，外国人向けの防災
教育や対策が不十分である傾向がある。
その背景には，人口規模の小さい市区町村に
おける財源や人材，ノウハウの不足などの課題
がある。ほかにも，外国人比率が低い市区町村
では，外国人向け防災施策の必要性が低いと認
識されている可能性が挙げられている（消防防
災科学センター，2018 ; 正島・西城戸，2020）。
（4）　先行研究の限界
これまでの研究は，外国人住民の防災に関す
る実態や課題についての重要な知見を提供して
いる一方で，いくつかの未解明の課題を残して
いる。
第一に，外国人住民の防災対策に関する調査
研究には留学生を対象にしたものが多く，日本
での生活歴が比較的長い外国人住民の防災対策
については十分に把握されていないことが挙げ
られる。
第二に，多くの研究では，外国人住民を一様
の集団として扱い，出身国の違いを十分に考慮
していない点が課題として挙げられる。外国人
住民は出身国によって生活文化や日本社会への
統合度合いが異なるだけでなく，母国での災害
経験や災害教育経験にも差異がある。例えば，
山口・田中（2010）は，中国人留学生が，防災
対策を自主的に実施するものとしてよりも，国
や地域から与えられるものとして捉える傾向が
あると指摘している。このように，防災対策の
実態や取り組みには出身国ごとに特徴が見られ
る。しかしながら，既存研究では調査手法によっ
て回答者の国籍構成が大きく異なる場合があ

18
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り，それが結果のばらつきにつながる可能性が
あるにもかかわらず，国別分析や特定の国に焦
点を当てた研究が不足している。
第三に，在日外国人の防災対策に関する全国

規模の調査は少なく，既存研究の多くは特定の
地域または特定の機関の外国人を対象としたも
のである点が挙げられる。そのため，外国人住
民の防災対策に影響を及ぼす地域特性や広域的
な傾向については十分に解明されていない。
第四に，多くの研究が単純集計や相関分析に

とどまっており，複数の要因を同時に考慮した
多変量解析を用いて外国人住民の防災対策の規
定要因を明らかにする研究は十分に行われてい
ないことが挙げられる。
最後に，共助や公助における課題は多く指摘

されてきたものの，これらが外国人住民の防災
対策（自助）にどの程度影響を与えうるかにつ
いては，十分に解明されていない。
これらの課題を解消するには，外国人住民の

文化的背景を考慮した精緻な分析手法を取り入
れた研究の蓄積が必要である。

1.3.　本研究の仮説

次に，先行研究を基に，在日中国人の防災対
策と近隣関係および地域特性との関連に関する
仮説を立てる。
（1）　近隣関係
地域においての住民相互のつながりは，平常

時から防災に関する話し合いの機会を生み出
し，災害への集合効力感を高める効果が，日本
人住民を対象とする分析で確認されている（塩
谷，2013）。このことは外国人住民においても
同様で，日本人住民や同国出身者とのつながり
が，防災意識を高める重要な要因となる可能性
がある。
一方で，そのようなつながりが乏しいと，防
災意識が啓発される機会が限られることになる。
その結果，防災対策が十分に進まないおそれが
ある。ただし，日本人とのつながりと同国出身

者とのつながりは，それぞれ異なるメカニズム
でその防災対策に影響を及ぼす可能性がある。
これらの点を踏まえ，本研究では，近隣関係
の希薄さが在日中国人の防災対策に与える影響
について，近所の日本人とのつながりと同国出
身者とのつながりを区別して検証し，第一の仮
説（H1）と第二の仮説（H2）を以下のように
設定した。

H1　日本人との希薄な近隣関係は，在日中
国人の防災対策の充実度と負の関連を示す。

H2　同国出身者との希薄な近隣関係は，在日
中国人の防災対策の充実度と負の関連を示す。
（2）　地域特性
公助の課題である外国人向けの防災取り組み
の地域差に関して，人口規模の小さい自治体や
外国人比率の低い自治体では，外国人向けの防
災教育や対策が不十分な傾向にあることが，先
行研究において報告されている（消防防災科学
センター，2018 ; 正島・西城戸，2020）。その
ため，こうした地域に居住する外国人住民は，
防災に関する情報を得る機会が限られ，防災意
識が十分に醸成されにくい可能性がある。した
がって，第三の仮説（H3）と第四の仮説（H4）
を以下のように設定した。 

H3　人口規模の小さい市区町村に居住する
ことは，在日中国人の防災対策の充実度を低下
させる要因となる。

H4　外国人比率の低い市区町村に居住する
ことは，在日中国人の防災対策の充実度を低下
させる要因となる。
図 1に本研究の内容と仮説を示す。以下では，

図 1　本研究の内容と仮説
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これらの仮説を検証するために本研究が用いる
データと分析手法について説明する。

2.　研 究 方 法

2.1.　在日中国人の概要

在日中国人の数は 1980年代から急増してお
り，2023年には 82.2万人に達し，これは日本
における外国人人口の 24.1%を占めるまでに
いたっている。その在留資格の内訳は，永住者
が 40.3%と最も多く，次いで留学生（16.4%），
技術・人文知識・国際業務（11.2%），家族滞
在（9.3%）であった（出入国在留管理庁，
2024b）。地理的分布は，その 80.4%が三大都
市圏1）に集中しており，なかでも東京圏が
58.0%と最も多かった。なお，30年以内に
70%程度の確率で発生すると想定されている
南海トラフ地震と首都直下地震の被害想定区域
を含む都府県に居住する中国人の比率は，それ
ぞれ 83.2%（68.5万人）と 63.9%（52.5万人）
にのぼる2）。しかしながら，長野市で実施され
た水害に関する意識調査によれば，在日中国人
の防災意識は日本人や他の国籍の外国人よりも
低いことが報告されている（外山・豊田，
2011）。

1）　三大都市圏は，東京圏の東京都・神奈川県・
埼玉県・千葉県，大阪圏の大阪府・京都府・兵
庫県・奈良県，および，名古屋圏の愛知県・岐
阜県・三重県とした。

2）　南海トラフ地震防災対策推進地域を含む都府
県（茨城，千葉，東京，神奈川，山梨，長野，
岐阜，静岡，愛知，三重，滋賀，京都，大阪，
兵庫，奈良，和歌山，岡山，広島，山口，徳島，
香川，愛媛，高知，福岡，熊本，大分，宮崎，
鹿児島，沖縄），および，首都直下地震緊急対
策区域を含む都県（茨城，栃木，群馬，埼玉，
千葉，東京，神奈川，山梨，長野，静岡）に居
住する中国人が，在日中国人人口に占める割合
を算出した。なお，中国人の人口データは
2023年 12月の「在留外国人統計（旧登録外国
人統計）」による（出入国在留管理庁，2024b）。

2.2.　データと調査の概要

在日中国人の防災対策の実態を明らかにし，
それが近隣関係および地域特性とどのように関
連するかを検証するために，在日外国人を対象
にインターネット社会調査を実施し，その中か
ら中国人回答者（台湾を含む）のデータだけを
取り出して用いた。インターネット社会調査は，
標本の代表性に課題があるものの，調査困難集
団である外国人住民に対しても全国から多くの
回答を迅速かつ低コストで収集できる利点があ
る。近年では，その有用性は学術研究において
も一定程度，認められている（埴淵・村中，
2018 ; 滕ほか，2023a ; 滕・埴淵，2025）。
本研究では，2023年 3月 24日から 30日に
かけて，日本各地に居住する 20歳から 69歳ま
での外国籍登録モニターを対象に，「外国人住
民の居住，社会関係，意識に関する調査」のタ
イトルで調査を実施した。調査の実施は GMO

リサーチ株式会社に（現 GMOリサーチ & AI

株式会社）依頼し，調査票は日本語版と英語版
の 2つを準備した。なお，本調査の実施にあたっ
ては，東北大学東北アジア研究センター倫理審
査委員会の承認を受けている（承認番
号 : CNEAS-ER2022-03）。
調査の結果，1,063件の有効回答が得られ，

その中で本研究の対象である在日中国人からの
回答は 467件（うち，台湾出身者 82人）であっ
た。対象者の概要を表 1に示す。なお，中国人
回答者のほとんどは日本語版の調査票を使用
し，英語で回答したのは 8人のみであった。

2.3.　調査項目

（1）　防災対策
防災対策に関する設問は，日本人と比較する
可能性を念頭に置き，日本人を対象とする大規
模インターネット社会調査「都市的ライフスタ
イルの選好に関する地理的社会調査（GULP）」
の項目を参照した。具体的には，「ハザードマッ
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プで地域の災害危険度や避難場所を確認してい
る」，「緊急時の非常食や避難用品を準備してい
る」，「建物を補強したり家具を固定したりして
いる」，「防災訓練に参加している」，「緊急時に
家族や親しい人などとの連絡方法を決めてい
る」，「緊急時に行政からの情報を収集する方法
を確認している」の 6項目について，実践して
いるかどうかを尋ねた。本研究では，これらの
実践項目数を防災対策の充実度と定義した（表
2）。
（2）　近隣関係
外国人住民の近隣関係については，近所の日
本人／同国出身者との近隣ネットワークの規模
と近所付き合いの程度を調査した。
近隣ネットワークの規模については，回答者
に「近所では，日本人／同国出身者の知り合い
が多い」という記述がどの程度実際の状況に当
てはまるかを，「当てはまる」，「やや当てはま
る」，「どちらともいえない」，「あまり当てはま
らない」，「当てはまらない」の 5件法で尋ねた。
「当てはまる」と「やや当てはまる」を回答し
た場合を「近所付き合いが多い」とし，それ以
外を「近所付き合いが少ない」とした3）。
近所付き合いの程度については，回答者に近
所の日本人／同国出身者との付き合いについ
て，「互いに相談したり日用品の貸し借りをす
るなど，生活面で協力しあっている」，「日常的
に立ち話しをする程度の付き合い」，「あいさつ
程度の最小限の付き合い」，「付き合いはまった
くない」の 4つの選択肢から最も近いものを選
んでもらった。「互いに相談したり日用品の貸
し借りをするなど，生活面で協力しあっている」
と「日常的に立ち話しをする程度の付き合い」
を回答した場合を「近所付き合いが深い」，そ
れ以外の回答を「近所付き合いが浅い」とした4）。

3）　「近所付き合いが多い」と分類された回答者
の割合は，日本人との場合は 42.8％，同国出
身との場合は 31.0％であった。

4）　近所の日本人との付き合いについて，「互い

表 1　研究対象者の概要

（N=467） n/mean %/SD

性別
　男性 169 36.19

　女性 298 63.81

年齢
20歳代 92 19.70

30歳代 134 28.69

40歳代 128 27.41

50歳代 87 18.63

60歳以上 26 5.57

最終学歴
大卒未満 62 13.28

大卒以上 405 86.72

就労状況
経営者・役員 19 4.07

正規雇用者 209 44.75

非正規雇用 97 20.77

自営業主・自由業者 21 4.50

学生 42 8.99

無職・その他 79 16.92

配偶状況
無配偶 179 38.33

有配偶 288 61.67

子どもと同居
はい 144 30.84

いいえ／非該当 323 69.16

居住形態
持ち家 238 50.96

その他 229 49.04

世帯収入
300万円未満 86 18.42

300万円以上 500万円未満 104 22.27

500万円以上 800万円未満 108 23.13

800万円以上 69 14.78

分からない 100 21.41

滞日年数
生まれてからずっと 68 14.56

20年以上 142 30.41

10年以上 20年未満 114 24.41

3年以上 10年未満 105 22.48

3年未満 38 8.14

日本語能力 4.26 0.88

災害リスク認識 3.02 1.18

　　SD : Standard deviation，標準偏差
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さらに，以上 2つの質問の回答に基づいて，
回答者の近所の日本人／同国出身者との近隣関
係を「少なくて浅い」，「少ないが深い」，「多いが
浅い」，「多くて深い」の 4種類に分類した（表 2）。
（3）　地域特性
前述したように，地域特性として，居住する

市区町村の人口規模と外国人比率の 2つの特性
を検討した（表 2）。先行研究（消防防災科学
センター，2018 ; 正島・西城戸，2020）を参
照して，人口規模は「5万人未満」，「5万人以
上 10万人未満」，「10万人以上 30万人未満」，「30

万人以上」の 4区分に分類した。また，外国人
口比率については，市区町村を「1%未満」，「1%

以上 2%未満」，「2%以上 5%未満」，「5%以上」
の 4区分に分類した。市区町村の人口規模およ
び外国人比率の算出には，2020年国勢調査の
データを用いた。
（4）　調整変数
調整変数として，性別，年齢，最終学歴，就

労状況，配偶状況，18歳未満の子どもとの同
居状況，居住形態，世帯収入，滞日年数，日本
語能力，災害リスク認知を想定した。これらの
変数を選択したのは，日本人の防災対策や在日
外国人の防災行動に関する先行研究で重要な影
響要因として示唆されており（例えば，Onuma 

et al., 2017 ; Petraroli and Baars, 2022 ; 片岡，
2009 ; 哈布日ほか，2016），在日中国人の防災
行動と地域要因との交絡因子となる可能性があ
るためである。
なお，日本語能力に関しては，「読む」，「話す」，

「書く」，「聞く」の 4項目について，5段階評

に相談したり日用品の貸し借りをするなど，生
活面で協力しあっている」，「日常的に立ち話し
をする程度の付き合い」，「あいさつ程度の最小
限の付き合い」，「付き合いはまったくない」を
選択した回答者数はそれぞれ，65 （13.9%），
130 （27.8%），162 （34.7%），110 （23.6%）人で
あった。また，同国出身者との場合はそれぞれ，
116 （24.8%），101 （21.6%），60 （12.9%），190 

（40.7%）人であった。

価での自己評価を求め，その平均値を算出した。
この値が大きいほど，日本語能力が高いことを
示す。災害リスク認知は，居住地域における「地
震」，「津波」，「河川の氾濫」，「高潮」，「がけ崩
れ・土石流・地すべり」の危険度を 5段階で評
価してもらい，この 5項目の平均値を災害リス
ク認知として算出した。数値が高いほど，その
地域における災害の危険度を高く認識している
ことを示している。

 表 2　 回答者の防災対策，近隣関係，および，居住す
る市区町村の特性の概況

（N=467） n/mean %/SD

防災対策の実践（複数回答）
ハザードマップの確認 212 45.40

非常食・避難用品の準備 177 37.90

建物の補強・家具の固定 85 18.20

防災訓練への参加 69 14.78

連絡方法の共有 110 23.55

情報を収集する方法の確認 73 15.63

いずれもない（防災対策なし） 129 27.62

防災対策の充実度 1.55 1.52

日本人との近隣関係
少なくて浅い 195 41.76

少ないが深い 72 15.42

多いが浅い 77 16.49

多くて深い 123 26.34

中国人との近隣関係
少なくて浅い 215 46.04

少ないが深い 107 22.91

多いが浅い 35 7.49

多くて深い 110 23.55

市区町村の人口規模
5万人未満 65 13.92

5万以上 10万人未満 130 27.84

10万以上 30万人未満 217 46.47

30万人以上 55 11.78

市区町村の外国人比率
1%未満 51 10.92

1%以上 2%未満 98 20.99

2%以上 5%未満 219 46.90

5%以上 99 21.20

　　SD : Standard deviation，標準偏差
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2.4.　統計分析

本研究では，防災対策の充実度および各防災
対策の実践の有無を目的変数とし，日本人との
近隣関係，同国出身者との近隣関係，市区町村
の人口規模，市区町村の外国人比率を説明変数
として分析を行った。
防災対策の充実度はカウントデータであり，

平均と分散の比較により過分散が確認されたた
め，ロバスト標準誤差を用いたポアソン回帰を
採用した。
また，各防災対策の実践の有無は 2値データ

であり，かつ各対策を実践する人の割合（15%

～45%）が 10%以上であったことから，ロバ
スト標準誤差を用いた修正ポアソン回帰分析を
実施し，リスク比（Rate ratio）を推定した（Zou, 

2004）。
なお，防災対策の充実度に関しては，すべて

の説明変数と調整変数を同時に投入したモデル
（Model 1）に加え，説明変数を個別に投入した
モデル（Crude Model）の結果も補助的に示し，
変数ごとの単独の関連を参考として確認した。
いずれの計量分析においても有意水準は 5%

とし，10%を有意傾向として参照することに
した。統計解析には Stata/SE 17.0を用いた。

3.　分 析 結 果

以下では，まず在日中国人の防災対策の実践
状況について集計結果を示す。続いて，防災対
策の充実度および各防災対策の実践の有無につ
いて，ポアソン回帰モデルの分析結果を提示する。

3.1.　在日中国人の防災対策の実態

在日中国人の防災対策の実践状況を表 2と図
2に示す。6つの防災対策に関して，いずれも
実践していない人の割合は 27.6%であった。
また，最も実践されていた項目は「ハザードマッ
プの確認」（45.4%）であり，その次に実践率

が高いのは「非常食・避難用品の準備」（37.9%）
であった。一方，最も実践率が低い項目は「防
災訓練への参加」（14.8%）であり，その次に
実践率が低いのは「行政からの情報を収集する
方法の確認」（15.6%）であった。「家族等との
連絡方法の共有」および「建物補強・家具の固
定」を実践している人は，それぞれ 2割程度に
とどまっている。
参考として，2020年に実施された GULP調
査による日本人の状況5）も併せて示す（図 2）。
ただし，両調査の回答者における性別や年代な
どの基本属性が異なるため，日本人と在日中国
人との直接の比較はできないことに留意する必
要がある。防災対策の充実度の平均は，在日中
国人，大都市居住日本人，非大都市居住日本人
のそれぞれにおいて，1.6，1.5，1.6であった。
また，いずれの防災対策も実践していない日本
人の割合は，大都市居住者で 28.0%，非大都市
居住者で 26.6%であり，在日中国人の場合と
比較して大差はなかった。最も差が大きい項目
である「ハザードマップの確認」に関しては，
大都市居住日本人も非大都市居住日本人もその
実践率が在日中国人よりやや高いものの，いず
れも半数には達していなかった。また，在日中
国人の実践率が低い項目については，日本人で
も低い傾向が見られた。全体的に，各項目の実
践率の傾向はおおむね一致していた。なお，「防
災訓練の参加」の実践率においては，在日中国
人のほうが日本人より高かったが，これは質問
文の違いによる差異である可能性がある。
GULP調査では「地域の防災訓練に参加してい
る」であり，本調査では地域を限定せず「防災

5）　「都市的ライフスタイルの選好に関する地理
的社会調査（GULP）」は，2020年に実施され
たインターネット社会調査である。この調査で
は，大都市調査は 21大都市，非大都市調査は
それ以外の地域に居住する 20～69歳の住民を
対象として実施された。GULP調査の詳細につ
いては，埴淵（2022）を参照されたい。
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訓練に参加している」としているため，在日中
国人の回答には職場などでの防災訓練の参加も
含まれている可能性がある。

3.2.　防災対策の充実度の規定要因

防災対策の充実度を被説明変数としたロバス
ト標準誤差を用いたポアソン回帰の結果を表 3

に示す。
まず，防災対策の充実度と近隣関係との関連

を確認する。日本人との近隣関係については，
Crude Modelでは近所の日本人との関係が「多
くて深い」場合と比較して，他のいずれの関係
も，防災対策の充実度と有意な負の関連を示し
た。ただし，他の変数を調整したModel 1では，
「少ないが深い」関係の場合の係数が小さくな
り，有意性が消失した。この結果から，日本人
との知り合いが少ない在日中国人や，深い付き
合いのない在日中国人は，防災対策の充実度が
比較的低い傾向があるものの，防災対策の充実
度を規定する要因としては，日本人とのネット
ワークの規模よりも，付き合いの深さが重要で
あることを示唆している。この結果により，第
一の仮説（H1）は支持されたといえる。
一方，同国出身者との近隣関係については，

Crude ModelでもModel 1でも防災対策の充実
度との間に有意な関連が確認されておらず，第
二の仮説（H2）は支持されなかった。

次に，防災対策の充実度と地域特性との関連
を確認する。Crude Modelの場合，市区町村の
人口規模も外国人比率も，防災対策の充実度と
の間に有意な関連は認められなかった。Model 

1では，市区町村の人口規模は依然として有意
な関連を示していないが，外国人比率は防災対
策の充実度と有意な関連を示す。ただし，この
有意な関連は予想に反しており，外国人比率が
5%以上の市区町村に居住する人と比較して，
外国人比率が低い市区町村に居住する人のほう
がより多くの防災対策を実践している傾向にあ
る。この結果により，第三および第四の仮説
（H3，H4）は支持されなかった。
なお，調整変数に関しては，Model 1におい

て，学生であること，世帯収入が 800万円以上
であること，日本語能力が高いこと，滞日年数
が 3年未満であることが，防災対策の充実度と
有意な正の関連を示した。

3.3.　各防災対策の実践の規定要因

各防災対策の実践有無を被説明変数とした一
連の修正ポアソン回帰の結果（Model 2～7）を
表 4に示す。
まず，「ハザードマップの確認」については，
日本人および同国出身者との近隣関係，市区町
村の人口規模とは有意な関連が認められなかっ
たが，外国人比率とは有意な関連を示した。具

24

図 2　各防災対策の実践状況
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表 3　防災対策の充実度に関するポアソン回帰分析の結果（N=467）

Crude Model Model 1

係数 ロバスト
標準誤差 係数 ロバスト

標準誤差
日本人との近隣関係
少なくて浅い −0.52*** 0.11 −0.49*** 0.11
少ないが深い −0.26* 0.13 −0.19 0.13
多いが浅い −0.38** 0.14 −0.35* 0.15
多くて深い reference reference

同国出身者との近隣関係
少なくて浅い −0.21† 0.11  0.05 0.11
少ないが深い −0.18 0.12  0.02 0.12
多いが浅い −0.26 0.20 −0.12 0.19
多くて深い reference reference

市区町村の人口規模
5万人未満 −0.20 0.17 −0.23 0.18
5万以上 10万人未満 −0.12 0.15 −0.21 0.15
10万以上 30万人未満 −0.08 0.13 −0.14 0.15
30万人以上 reference reference

市区町村の外国人比率
1%未満  0.15 0.16  0.28† 0.16
1%以上 2%未満  0.19 0.14  0.28* 0.14
2%以上 5%未満  0.08 0.12  0.11 0.12
5％以上 reference reference

女性  0.10 0.10
年齢

20歳代 reference
30歳代 −0.10 0.17
40歳代 −0.13 0.17
50歳代  0.03 0.20
60歳以上  0.45† 0.24

大卒以上  0.12 0.15
就労状況
正規雇用者 reference
経営者・役員  0.25 0.19
非正規雇用  0.17 0.13
自営業主・自由業者 −0.03 0.25
学生  0.40* 0.20
無職・その他  0.08 0.16

有配偶  0.09 0.13
子どもと同居 −0.05 0.13
持ち家  0.10 0.11
世帯収入

300万円未満 reference
300−500万円未満  0.09 0.16
500−800万円未満  0.25† 0.15
800万円以上  0.38* 0.16
分からない  0.10 0.14

滞日年数
生まれてからずっと reference
20年以上  0.20 0.15
10−20年  0.31† 0.16
3−10年  0.23 0.17
3年未満  0.50* 0.23

日本語能力  0.11* 0.06
災害リスク認識  0.01 0.04
定数項 −0.55 0.39
　　1）　ロバスト標準誤差を用いたポアソン回帰の推定結果である。
　　2）　† p<0.1  * p<0.05  ** p<0.01  *** p<0.001
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体的には，外国人比率が 5%以上の市区町村に
居住する人と比較して，外国人比率が 2%未満
の市区町村に居住する人のほうが，ハザード
マップを確認している傾向が強かった。
「非常食・避難用品の準備」については，日
本人との近隣関係および外国人比率との有意な
関連が見られた。近所の日本人との関係が「多
くて深い」場合と比較して，「少なくて浅い」
および「多くて浅い」関係にある人は，準備を
していない傾向が見られた。また，外国人比率
が 5%以上の市区町村に居住する人と比較し
て，外国人比率が低い市区町村に居住する人の
ほうが準備をしている傾向が高かった。
「建物の補強・家具の固定」については，日本
人および同国出身者との近隣関係との間に有意
な関連を示した。近所の日本人との関係が「多
くて深い」場合と比較して，「少なくて浅い」関
係にある在日中国人は実践していない傾向に
あった。一方，近所の同国出身者との関係が「多
くて深い」場合と比較して，「少なくて浅い」関
係にある在日中国人は，実践している傾向にあっ
た。すなわち，「建物の補強・家具の固定」に関
しては，日本人との近隣関係と同国出身者との
近隣関係は異なる方向に影響を及ぼしている。
「防災訓練への参加」については，日本人と
の近隣関係および市区町村の人口規模との間に
有意な関連が認められた。具体的には，近所の
日本人との関係が「少なくて浅い」場合や市区
町村の人口規模が 5万人未満の場合は，防災訓
練に参加していない傾向が確認された。
最後に，「家族等との連絡方法の共有」およ

び「行政からの情報を収集する方法の確認」に
ついては，日本人との近隣関係のみ有意な関連
を示した。近所の日本人との関係が「多くて深
い」場合と比較して，「少なくて浅い」および「多
いが浅い」関係にある人は，連絡方法を共有し
ていない傾向が見られた。また，近所の日本人
との関係が「少なくて浅い」および「少ないが
深い」関係にある人は，情報収集の方法を確認

していない傾向が見られた。

4.　考 察

本研究では，在日外国人の防災における共助
の課題である近隣関係の希薄さと，公助の課題
である外国人向けの防災取り組みの地域差を取
り上げ，これらの要因が在日中国人の防災対策
にどのように関連しているかを検討した。以下
では，計量分析の結果として得られた知見を整
理し，あらかじめ設定した仮説に沿って考察を
進める。

4.1.　近隣関係

近隣関係に関する第一の仮説は支持されたも
のの，第二の仮説は支持されなかったことから，
同国出身者との近所付き合いと比較して，近所
の日本人との付き合いが在日中国人の防災対策
の向上においてより重要な役割を果たすことが
示唆された。また，各防災対策の実践について
も，「ハザードマップの確認」を除くすべての
項目で，日本人との近隣関係との有意な関連が
認められた。
この結果は，災害に関する知識や経験が比較
的豊富な日本人住民との付き合いが，平常時の
地域における防災に関する話し合いの機会を増
やし，それが防災知識の習得や防災習慣の形成
に寄与している可能性を示している。一方で，
同国出身者との近隣関係が在日中国人の防災対
策の充実度に関連しない結果は，外国人防災
リーダーの不在を示唆している可能性がある。
本分析から得られたもう一つの知見は，近隣
ネットワークの規模よりも，近所付き合いの程
度が防災対策の充実度により大きく寄与してい
る点である。すなわち，防災対策の充実度とい
う総合的な自助力を向上させるには，単に「顔
が見える」程度の表面的な関係では不十分であ
り，相互の交流が可能な深い近隣関係の構築が
重要であると考えられる。

27
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しかしながら，半数以上の回答者は近所の日
本人との付き合いがあいさつ程度にとどまる
か，まったく付き合いがない状況にあった。こ
のような希薄な近隣関係は，災害時における共
助の実現にとって障壁となるだけでなく，外国
人住民の自助力を高める機会を制限する可能性
がある。
ただし，日本人との近隣関係があっても促進

されない防災対策が存在することも確認され
た。例えば，「ハザードマップの確認」に関し
ては，近隣関係との関連は確認されなかった。
この点は，新宿区の韓国・朝鮮人を対象とした
先行研究（脇田，2015）でも同様の結果が報告
されている。
一方で，防災訓練の参加に関する本分析の結

果は，脇田（2015）の分析結果とは異なる。同
研究では，日本人との接触機会と防災訓練の参
加との関連性は確認されなかったが，本研究で
は，日本人との近隣関係に限定して検討した結
果，日本人住民とのつながりが防災訓練への参
加を促す役割を果たしている可能性を示した。
日本人との近隣関係の効果は，地域の日本人

との日常的な交流や町内会などの地域組織への
加入・参加を通じて発揮される可能性がある。
とくに，防災訓練が外国人住民の防災意識を高
める重要な要素である（片岡，2009）ことを踏
まえると，日本人との近隣関係を構築し，地域
社会への参加を促進することの重要性が改めて
浮き彫りとなった。
さらに，同国出身者との近隣関係は，一部の

防災対策において日本人との近隣関係とは逆方
向の影響を及ぼしていることが確認された。例
えば，日本人との近隣関係が希薄（知り合いが
少なくて付き合いが浅い）である場合には，「建
物の補強・家具の固定」の実践との負の関連が
見られた一方で，同国出身者との近隣関係が希
薄な場合には，正の関連が認められた。
日本人との近所付き合いは，前述のとおり，

「建物の補強・家具の固定」といった防災対策

において啓発的な役割を果たしたと考えられ
る。一方で，同国出身者は非常時に頼りやすい
存在であり（伊藤・朝間，2015），近隣の同国
出身者との関係が築けていない場合は災害への
危機感が高まり，自らの命を守る必要性を強く
認識することになる。そのことが，ケガを防ぐ
ための防災対策を実践する動機につながった可
能性が考えられる。

4.2.　地域特性

居住する市区町村の特性に関する第三と第四
の仮説は支持されなかった。このことは，人口
規模が小さい自治体や外国人比率が低い自治体
では，外国人向けの防災施策が比較的不十分で
あるとされる一方で，これらの地域差は在日中
国人の防災対策の充実度に直接的な影響を与え
ていない可能性を示唆している。
裏を返せば，この結果は，行政による防災施
策が十分に機能しておらず，発信された情報が
外国人住民に効果的に届いていない可能性を示
している。例えば，消防防災科学センター
（2018）の調査では，自治体の外国人を対象と
する防災知識の普及策として「外国語版防災
マップ・ハザードマップの作成と配布」や「啓
発パンフレットやチラシの配布」が最も多いこ
とが報告されている。
このように，行政による外国人向け防災の取
り組みは一方向的な情報発信に偏っており，実
際に外国人住民に届き，活用されているかどう
かは疑問が残る。とくに，母国での災害経験や
防災教育が乏しい外国人住民にとって，情報が
提供されてもその重要性が十分に理解されず，
防災対策の実践に結びつきにくいことも考えら
れる。
ただし，防災訓練への参加に関しては，人口
規模が 30万人以上の市区町村に居住する人と
比較して，5万人未満の市区町村に居住する人
が訓練に参加していない傾向にある。これは，
前掲の調査で指摘している「外国人が参加する
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防災訓練（実働型）の実施」における地域差の
傾向と一致している。この結果は，行政による
外国人住民向けの参加型防災啓発活動が，外国
人住民の防災教育経験に一定程度反映されてい
るものと考えられる。
しかしながら，前掲の調査では，こうした実

働型の防災訓練を実施している自治体は全体の
2割にとどまっており，また，本研究において
も，防災訓練に参加した経験のある在日中国人
は 2割に満たない状況である。防災訓練への参
加を促進するには，さらなる取り組みが求めら
れる。ただし，本研究では外国人住民が参加し
た防災訓練の実施主体について尋ねていないた
め，その防災訓練の実施主体が行政ではなく勤
務先である可能性も考えられる。人口規模が大
きい市区町村には大企業が比較的多く存在し，
こうした企業が防災訓練を実施する機会が多く
ある可能性もある。
一方で，外国人比率に関しては予想に反して，

外国人比率が低い地域に居住する人のほうが防
災対策はより充実しており，「ハザードマップ
の確認」や「非常食・避難用品の準備」などの
基本的な防災対策を実践している可能性も高い
ことが確認された。
この結果の理由は明確ではないが，いくつか

の可能性が考えられる。まず，外国人比率が少
ない地域では，行政が提供する外国人向けの施
策が行き届きやすい状況があるのかもしれな
い。また，外国人比率が高い地域では，外国人
同士のコミュニティの存在が外国人住民に安心
感を与える一方で，災害に対する危機感を低下
させ，自主的な防災対策の実践意識を弱めてい
る可能性がある。これらを踏まえると，外国人
が多く集住する地域においての防災力の向上
が，今後の重要な課題であるといえる。

5.　お わ り に
本研究では，インターネット社会調査のデー

タを用いて，在日中国人の防災対策の実態を明

らかにした。研究の結果，外国人住民にとって
の「共助」と「公助」に関する課題が，彼らの
「自助」力向上の機会を制限する可能性がある
ことが示唆された。
また，近隣関係の構築が外国人の防災におい
て重要であるとされてきたものの，具体的にど
の程度の近隣関係がどのような防災対策の実践
に寄与するのかは，十分に議論されていない。
本研究から，外国人住民の総合的な防災力を示
す防災対策の充実度を向上させるには，あいさ
つ程度の表面的な関係の構築では不十分であ
り，日常的な会話や交流が可能な深い近隣関係
が必要であることが明らかになった。とくに外
国人住民が多く集住する地域（近隣レベル）では，
日本人住民とのつながりが形成されにくい傾向
にあることが指摘されている（滕ほか，2023b）。
このため，市区町村レベルに限らず，近隣レベ
ルにおいても，外国人比率の高い地域を対象と
する防災啓発活動の強化が求められる。
さらに，本研究の結果から，「公助」の限界
も浮かび上がった。行政による参加型の取り組
みは外国人住民の防災対策に一定の効果をもた
らしている一方で，多くの行政が行っている一
方的な情報発信は，外国人住民に十分に届いて
いない可能性がある。この課題に対処するには，
行政の防災施策の効率化を進めることが不可欠
である。また，こうした「公助」の限界を補う
ために，平常時から外国人住民と日本人住民と
の密接な関係を構築することを通じて，外国人
住民の防災力を間接的に向上させることが重要
であると考えられる。
本研究は貴重な知見を提供したものの，いく
つかの限界も存在する。
まず，本研究で実施したインターネット社会
調査はランダムサンプリングではないため，標
本の代表性が保証されておらず，得られた知見
を一般化することには慎重を要する。滕ほか
（2023a，2023b）や滕・埴淵（2025）が指摘し
ているように，インターネット社会調査におい
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ての外国人回答者は，日本語能力が一定水準以
上で，社会的にも順応している度合いの高い集
団である傾向がある。本研究における在日中国
人も同様の特徴を有しており，学歴の低い人，
滞日年数の短い人，技能実習生といった集団の
状況は十分に反映されていない。これらの集団
は災害リスクに対してとくに脆弱であると考え
られるため，さらなる研究調査が求められる。
また，本研究は一時点での防災対策の状況を

調査対象としており，因果関係を断定すること
はできない。このため，防災意識の高い人々が
積極的に地域の防災活動に参加し，その結果と
して近隣の日本人との関係が構築されたという
逆方向の因果関係も考えられる。
これらの限界にもかかわらず，本研究は，在

日中国人の防災対策における近隣関係や地域特
性の重要性を理解する上で，有意義な知見を提
供した。
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Abstract

　　This study investigates the association of neighborhood ties and regional context with disaster preparedness 
among Chinese residents in Japan.　Previous research has identified two key challenges faced by foreign resi-
dents during disasters : limited neighborhood ties and regional disparities in municipal disaster-preparedness 
initiatives targeting foreign residents.　However, the extent to which these factors are associated with individual 
disaster preparedness remains unclear.　To address this gap, this study analyzes data from an online social sur-
vey of foreign residents in Japan, focusing on responses from 467 Chinese participants.　Poisson regression with 
robust standard errors was employed to examine these associations.　The results show that stronger relation-
ships with Japanese neighbors were significantly and positively associated with enhanced overall disaster pre-
paredness, whereas ties with co-ethnic neighbors showed no significant effect.　Furthermore, while municipal 
population size was not significantly related to overall disaster preparedness, residents of smaller municipalities 
were significantly less likely to participate in disaster drills.　Additionally, living in municipalities with a lower 
ratio of foreign residents was positively associated with overall disaster preparedness, suggesting limitations in 
the effectiveness and inclusiveness of administrative disaster-preparedness initiatives for foreign residents.　
These findings underscore the importance of fostering deeper relationships between Chinese residents and local 
Japanese communities and enhancing disaster preparedness efforts, particularly in areas with high concentrations 
of foreign residents.
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